
　　2018年度　　計算書類の注記

特定非営利活動法人ヒューマンライツ・ナウ

１．重要な会計方針

（1）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　棚卸資産（貯蔵品）の評価基準は原価基準により、評価方法は個別法によっています。

（3）消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

２．事業費の内訳
　事業費の区分は以下の通りです。

（単位：円）

子どもの
人権

女性の人権
人権侵害
事実調査・

公表

海外人権
教育

小計

人件費
役員報酬 60,000 30,000 60,000 90,000 240,000
給料手当 1,271,312 1,271,312 381,393 1,271,312 4,195,329
法定福利費 67,011 67,011 33,505 33,505 201,032
人件費計 1,398,323 1,368,323 474,898 1,394,817 4,636,361
その他経費
売上原価 0 0 0 0 0
研修費 0 0 0 0 0
講演･イベント費用 576,570 151,415 0 885,000 1,612,985
旅費交通費 75,606 134,359 0 752,774 962,739
通信費 24,289 5,181 0 15,575 45,045
業務委託費 59,079 15,759 0 47,373 122,211
地代家賃 54,648 54,648 54,648 54,648 218,592
水道光熱費 12,151 12,151 12,151 12,151 48,604
消耗品費 914 244 0 10,733 11,891
租税公課 221 58 0 177 456
配達発送費 4,221 1,126 0 15,384 20,731
新聞図書費 8,841 10 0 32 8,883
事務用品費 36,804 9,817 0 29,512 76,133
広報広告費 62,963 5,944 0 17,869 86,776
支払手数料 40,637 10,264 0 33,283 84,184
諸会費 0 0 0 0 0
支払報酬 0 0 0 50,000 50,000
リース料 0 0 0 0 0
会議費 0 0 0 0 0
保険料 0 0 0 0 0
雑費 0 0 0 0 0
その他経費計 956,944 400,976 66,799 1,924,511 3,349,230

合計 2,355,267 1,769,299 541,697 3,319,328 7,985,591
（単位：円）

人権政策
提言

国連・国際
人権基準
の調査研究

国内
情報提供

小計

人件費
役員報酬 90,000 90,000 60,000 240,000 0 480,000 120,000 600,000
給料手当 762,787 381,393 1,271,312 2,415,492 19,069 6,629,890 4,576,733 11,206,623
法定福利費 67,011 33,505 67,011 167,527 5,025 373,584 653,365 1,026,949
人件費計 919,798 504,898 1,398,323 2,823,019 24,094 7,483,474 5,350,098 12,833,572
その他経費
売上原価 0 0 0 0 503,243 503,243 0 503,243
研修費 0 27,998 1,000 28,998 0 28,998 0 28,998
講演･イベント費用 149,996 475,179 499,481 1,124,656 23,663 2,761,304 685,625 3,446,929
旅費交通費 184,506 109,489 51,552 345,547 27,611 1,335,897 800,030 2,135,927
通信費 11,127 725 29,438 41,290 8,766 95,101 242,574 337,675
業務委託費 32,717 2,205 43,176 78,098 25,462 225,771 737,761 963,532
地代家賃 54,648 454,115 54,648 563,411 8,197 790,200 546,482 1,336,682
水道光熱費 12,151 12,151 12,151 36,453 1,822 86,879 121,522 208,401
消耗品費 506 34 668 1,208 394 13,493 11,429 24,922
租税公課 122 8 161 291 95 842 2,763 3,605
配達発送費 2,337 157 341,064 343,558 22,219 386,508 52,719 439,227
新聞図書費 22 1 30 53 17 8,953 517 9,470
事務用品費 20,381 1,933 26,897 49,211 15,862 141,206 459,605 600,811
広報広告費 46,900 34,746 232,291 313,937 21,776 422,489 278,286 700,775
支払手数料 22,712 8,245 31,305 62,262 17,015 163,461 480,494 643,955
諸会費 0 5,600 0 5,600 0 5,600 50,300 55,900
支払報酬 0 0 0 0 0 50,000 712,800 762,800
リース料 0 0 0 0 0 0 67,500 67,500
会議費 0 8,959 0 8,959 0 8,959 0 8,959
保険料 0 0 0 0 0 0 10,800 10,800
雑費 0 15,398 0 15,398 0 15,398 200 15,598
その他経費計 538,125 1,156,943 1,323,862 3,018,930 676,142 7,044,302 5,261,407 12,305,709

合計 1,457,923 1,661,841 2,722,185 5,841,949 700,236 14,527,776 10,611,505 25,139,281

３．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次の通りです。

国際支援事業

科目

　財務諸表の作成は、ＮＰＯ法人会計基準（2010年７月20日　2017年12月12日最終
改正　ＮＰＯ法人会計基準協議会）によっています。

財務諸表の注記

（１）

（２）

人権の促進保護のための調査・研究提言・普及事業

グッズ・書
籍販売

事業部門計 管理部門 合計
科目

（１）

（２）



（単位：円）
金額

経常収益への振替額
当年度の海外人権教育プロジェクトに対する振替額 673,003

5,000,000

5,673,003

４．使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳は以下の通りです。

（単位：円）
期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

震災ビルマ基金 1,900,000 0 673,003 1,226,997

小野基金 0 20,754,133 5,000,000 15,754,133

独立行政法人国際交流基金 604,455 0 463,370 141,085 海外人権教育プロジェクトのための助成金

アジア・文化創造協働助成プログラム

株式会社ラッシュジャパン 4,398 1,973,800 231,628 1,746,570 人権政策提言プロジェクトのための助成金

ラッシュジャパン　チャリティバンク

日本労働組合総連合会 0 1,000,000 973,770 26,230 海外人権教育プロジェクトのための助成金

連合愛のカンパ

日本郵便株式会社 451,128 0 451,128 0 国内情報提供プロジェクトのための助成金

年賀寄附金配分事業

合計 2,959,981 23,727,933 7,792,899 18,895,015

５．固定資産の増減内訳
（単位：円）

期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

投資その他の資産
敷金 411,639 322,223 733,862 733,862

合計 411,639 322,223 0 733,862 0 733,862

６
．

　・　事業費と管理費の按分方法

備考

内容

当年度の人権侵害事実調査と人権の促進保護のための調
査等に対する振替額

合計

内容

人権侵害事実調査と人権の促進保護のための調査等のた
めの指定正味財産

地代家賃、水道光熱費、減価償却費については面積割合で、給料手当、法定福利費については従事割合で案分しています。

海外人権教育プロジェクトと人権政策提言プロジェクト
のための指定正味財産

科目

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項


